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特集●ソフトウェア工学の基礎

グレイド付き空間プロセス代数による近似
解析

磯部祥尚 佐藤豊 大蒔和仁

並行プロセスを解析する数学的道具としてプロセス代

数が知られており，既に目的に応じた多種のプロセス代

数が提案されている．しかし，並行プロセス数の増加と

共に観測可能なアクションの列が急激に増加するため，

大規模システムの仕様記述は複雑になる問題がある．

我々は，アクションに重要度と発生位置の情報を付加

して，遠くの重要でないアクションを無視した近似解析

が可能なプロセス代数CCSGを提案する．CCSGには

2つの等価性が定義されており，1つは観測者の位置を移

動するためのシフト (s)等価，もう 1つは遠方の重要で

ないアクションを無視するためのレベル 〈r〉等価である．
これら 2つの等価性により全体的な仕様と任意の位置に

おける局所的な仕様とを関係づけることが可能である．

1 はじめに

並行プロセスの動作は複数のプロセスの相互作用の結

果であり，逐次プロセスの動作に比べてその全体の動作

を理解することは困難である．プロセス代数は並行プロ

セスの動作を解析する数学的な道具として知られてお

り，動作を式の形で記述することによって，並行プロセ

ス (実現)の動作と逐次プロセス (仕様)の動作の等価性

を代数的に検証することが可能である．このような並行

プロセスの解析において問題となるのは，プロセス数の

増加にともなって実行可能なアクション列が急激に増加
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図 1 星型構造の例

することである．つまり，大規模並行システムの仕様は

極めて複雑になると予想される [12]．

我々は近似的にプロセスを解析可能なプロセス代数

CCSG (a Calculus of Communicating Systems with

Graded spatial actions)を提案する．CCSGでは，各

アクションがその重要度を示すグレイドとその発生位置

を示す経路の情報をもっており，遠くの重要でないアク

ションは観測できないという仮定を基にした近似解析を

行なうことが可能である．

遠くのアクションの重要度を減少させるために，グレ

イドの損失を伴うルータを用いる．ルータは図 1に示す

ように星型にプロセスと接続される．ノードがプロセス

を表し，枝がルータを表している．ルータは名前 aとグ

レイドの損失値 rをもち，a〈r〉の形で記述される．グレ
イドの損失値は 0以上の実数である．例えば図 1では，

プロセス P0 と P1 の間にルータ a1〈6〉が存在し，名前
と損失値は各々a1 と 6である．2点間の経路とは，その

間にあるルータの列のことである．例えば図 1において，

P2から P3までの経路は (a2〈4〉a3〈1〉)として表される．
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図 2 階層的星型構造

ルータの接続は図 2 に示すように階層的に星型に接続す

ることが可能である．

CCSGは，代表的なプロセス代数として知られている

CCS [7]を基に作られている．CCSGの構文は CCSに

ほぼ同じであるが，CCSGには経路を表す演算子 @が

加えられている．例えば図 1のシステムは，プロセス P0

を観測位置として，

S0 ≡ P0|(P1@a1〈6〉)|(P2@a2〈4〉)|(P3@a3〈1〉)
のように記述される．ここで，≡は構文的に等しいこと
を表し，|は並行合成演算子である．CCSGで重要なこ
との 1つに観測位置によって記述が変化することがあげ

られる．例えば，S0は P2，または P3 を観測位置とし

て次のように書き換えられる．
S2 ≡ P2|((P0|(P1@a1〈6〉)|(P3@a3〈1〉))@a2〈4〉)
S3 ≡ P3|((P0|(P1@a1〈6〉)|(P2@a2〈4〉))@a3〈1〉)

この S2は，P1と P3がルータ a1〈6〉と a3〈1〉を通して
P0に接続され，さらに P0がルータ a2〈4〉を通して P2

に接続されていることを表している．このような，違う

位置で観測された結果を関係付けるために，我々はシフ

ト (s)等価
≺∼(s) を与える．ここで，sは左辺の観測位

置から右辺の観測位置までの経路を表すパラメータであ

る．例えば，P2から P3への経路は (a2〈4〉a3〈1〉)であ
るから，

S2
≺∼(a2〈4〉a3〈1〉) S3

が成り立つ．特に，シフト (ε)等価
≺∼(ε) は，両辺の観

測者の位置が同じであることを意味し，強等価 [7] ∼と
同じである (εは空列を表す)．

CCSGのアクションは，ラベル α，グレイド r，経路

sから構成され，α〈r〉@s の形で記述される．ここで使
われている @は前述のプロセス位置を明記する演算子

ではなく，アクションの位置を明記するために使われて

いる．共に位置を表し，構文から区別可能であるので同

じ記号を採用する．α〈r〉@s は，経路 sで示される位置

で生じたグレイド rをもつアクション αを表している．

グレイド rは実数であり，重要なアクションには正の数，

重要でないアクションには負の数が与えられる．sはア

クションが生じた位置からそれが観測 (記述)された位置

までの経路である．アクションの生じた位置が観測位置

ならば経路 sは空列 εであり，しばしば α〈r〉@εは α〈r〉
と略記される．例えば図 1 の P1 の位置で生じたアク

ション α〈7〉は，P2 の位置では α〈7〉@(a1〈6〉a2〈4〉)と
して観測される．

2点間の経路に含まれる全てのルータの損失値の和を，

その 2点間の損失距離と呼ぶ．例えば，図 1の P1と P2

の間の損失距離は (6 + 4 =)10である．重要なことは，

離れたところで生じたアクションのグレイドは，その間

の損失距離だけ減少して観測されることである．この減

少して観測される実際に有効となるグレイドを実効グレ

イドと呼ぶ．例えば，α〈7〉@(a1〈6〉a2〈4〉)の実効グレイ
ドは (7 − (6 + 4) =) − 3 である．
CCSGでは，2つのアクションが同期するために，次

の条件を満たすことを必要としている．

２つのアクションのグレイドの和が，それ

らの発生位置の間の損失距離以上である．
(条件 1)

例えば図 1の P1 と P2 の位置で，各々アクション α〈9〉
と α〈3〉 が起ったとする．この 2つのアクションのグレ
イドの和は (9+ 3 =)12であり，P1と P2の損失距離は

(6 + 4 =)10であるから，この 2つのアクションは同期

可能である．

アクションの同期を制限する演算子として，CCSには

制限演算子\が用意されている．あるシステムを構築し
て制限演算子でアクションを制限すれば，そのアクショ

ンに外部から同期することは完全に不可能になる．グレ

イドによる同期の制限では，外部で起こるアクションの

グレイドに同期の可能性が依存している．

実際のネットワークでは，メッセージの無限ルーティ
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ングを回避するために，TTL(Time To Live)と呼ばれ

る値をメッセージに与えている．例えば，経路制御情報

プロトコル (RIP)では，送信時の TTLの初期値は 15

であり，ルータを通過する毎に TTLは 1ずつ減算され

る．そして，TTLが 0になったときに，そのメッセー

ジは破棄される．これは，送信側のグレイドを 15，受信

側のグレイドを 0，各ルータの損失を 1に設定したとき

の CCSGの特別の場合に相当する．また，送信者が放

送範囲を TTLで指定でき，ルータも任意の損失と閾値

をもつことができる通信方式としてMBone [13]が知ら

れている．TTLはルータを通過する毎に指定された損

失だけ減少し，TTLの値が閾値以下のメッセージはそ

のルータを通過できない．CCSGの通信方式はこのよう

な TTLと損失を基にしている．ただし，MBoneはブ

ロードキャスト通信であり，CCSGは 1対 1通信であ

るため，MBoneに対応するためには CCSGを拡張す

る必要がある．

実際には，アクションのグレイドやルータの損失を決

めるために，参考になる値を与えておく必要がある．例

えば MBoneでは，その送信範囲をTTLで指定するが，

TTLが 31以下で組織内，TTLが 127以下で国内全体，

TTLが 128 以上で海外までと目安が決められている．

ルータの損失は，ネットワークが太い程小さく，その値

はグレイド (TTL)との関係で決められる．

大規模システムにおいては，全ての動作を理解するこ

とは困難になる．そこで，まず遠くの重要でないアクショ

ンを無視して動作の概要を得ることは，全体を理解する

ためにも有効であると考える．CCSGでは，観測位置で

の実効グレイドの低いアクションを無視した近似的な解

析が可能である．この近似的解析を行なうために，我々

はパラメータとして類似のレベル rをもつレベル 〈r〉等
価 =〈r〉 を与える．レベル 〈r〉等価とは，次の仮定のも
とで等しい関係を表している．

観測位置での実効グレイドが −r 未満であ
るアクションは観測できない．

(仮定 1)

また，このような仮定のもとで行なわれる観測をレベ

ル 〈r〉観測と呼ぶ．類似のレベル rが大きいほどグレイ

ドの低いアクションまで考慮し，=〈∞〉 は観測合同 [7] =

に相当する．例えば =〈2〉に対して次の関係が成り立つ．

(α〈1〉@a〈2〉).P �=〈2〉 τ.P

(α〈1〉@a〈4〉).P =〈2〉 τ.P

(α〈1〉@a〈2〉).P はアクション (α〈1〉@a〈2〉)を起こした
後，プロセス P のように振舞うプロセスを表している．

τ は観測できない内部アクションである．(α〈1〉@a〈2〉)
の実効グレイドは 1 − 2 = −1であり，−2以上である
ので観測されなければならず，等式は成り立たない．一

方，(α〈1〉@a〈4〉)の実効グレイドは 1− 4 = −3であり，
−2未満になるため観測されず，上の等式は成り立つ．
=〈r〉に関する有益な結果の 1つに，=〈r〉 が並行合成

演算子によって保存されることがあげられる．つまり，

近似関係を保ったままプロセスを並行合成することがで

きる．

以下，2節ではCCSGのアクション，経路，構文，意

味を定義する．3節ではシフト (s)等価とレベル 〈r〉弱等
価を双模倣関係をもとに定義し，いくつかの命題を与え

る．レベル 〈r〉等価はレベル 〈r〉弱等価をもとに定義さ
れる．この近似的なレベル 〈r〉等価と観測合同 (レベル
〈∞〉等価に相当)を比較するために，有限な逐次プロセ
スのレベル 〈r〉等価に対する健全で完全な公理系 A〈r〉
を与える．さらに，レベル 〈r〉弱等価をプロセス論理の
充足関係を用いて特徴付ける．4節ではCCSGによる近

似解析の例を示す．5節では関連研究について述べる．

2 CCSGの定義

2.1小節では CCSGで用いる各集合を定義する．2.2

小節ではプロセスの位置関係を代数的に扱う方法を示す．

残りの 2つの小節でCCSGの構文と意味を定義する．

2.1 各集合の定義

我々は名前の無限集合N が与えられていると仮定し，
N の要素を aで表す．ルータの集合 Ωは，名前の集合

N と非負の実数の集合R+ の直積集合

Ω = {a〈r〉 : a ∈ N , r ∈ R+}
として定義され，その要素はωによって表される．CCSG

ではルータの接続方法について次の仮定を導入する†1

†1 a1〈r1〉 = a2〈r2〉 (i.e. 区別不可) ⇔ a1 = a2 かつ
r1 = r2
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図 3 区別不可能なルータによる結合の解釈

１つのノードに接続されているルータは全

て区別可能である．
(仮定 2)

例えば図 3に示されるように，もし P2と P4が区別で

きない 2 つのルータ a2〈4〉を通して P0に接続されてい

るならば，P2と P4は同じ場所にあると解釈される．つ

まり，P2 と P4 の間の経路は (a2〈4〉a2〈4〉)ではなく空
列 εとなる．よって，任意の 2点間の経路は，区別でき

ないルータを続けることなく表現できる．そこで，経路

の集合Ψを，次のように定義する．

Ψ = {s ∈ Ω∗|No-adjacent(s)}
ここで，Ω∗ は有限ルータ列の集合を表し，No-

adjacent(s)は sが 2つの連続した区別できないルータ列

をもたないことを表している．例えば，(a2〈4〉a2〈4〉) /∈ Ψ
である．

余名の集合N を {a : a ∈ N} として与える．ここで，
·は名前と余名の間の全単射であり，a = aである．N
とN の和集合N ∪N をラベルの集合Aと呼び，その
要素を αで表す．観測可能なアクションの集合 Actは，

ラベルの集合Aと実数の集合Rと経路の集合Ψの直積
集合

Act = {α〈r〉@s : α ∈ A, r ∈ R, s ∈ Ψ}
として与えられる．最後に内部アクションを表す τ を

Actに加えてアクションの集合

Actτ = Act ∪ {τ}
を得る．

表 1に集合の要素を表す変数をまとめておく．

2.2 経路上の演算子

図1において，P1からP2への経路s12は (a1〈6〉a2〈4〉)
であり，P2 から P3 への経路 s23 は (a2〈4〉a3〈1〉)であ

表 1 各集合の要素を表す変数

集合 要素の名前 要素上の変数

N 名前 a, a′, a1, · · ·
N 余名 a, a′, a1, · · ·
R 実数 r, r′, r1, · · ·
A ラベル α, α′, α1, · · ·
Ω ルータ ω,ω′, ω1, · · ·
Ψ 経路 s, s′, s1, · · ·
Actτ アクション µ, µ′, µ1, · · ·

る．このとき，s12 と s23 の和は，(仮定 2)によって，

P1から P3 への経路 (a1〈6〉a3〈1〉)であることが期待さ
れる．つまり経路の和は，(a1〈6〉a2〈4〉a2〈4〉a3〈1〉)のよ
うな単なる文字列の結合ではない．

この小節では，経路上に和，差，反転の演算子を定義

し，それらに関する命題を与える．2つの経路 s1と s2

の和とは，s1の終点と s2の始点を同じ位置にしてでき

る，s1 の始点から s2 の終点までの経路のことであり，

(s1 ◦ s2)と記述される．和の演算子 ◦は次のように，結
合点の同じルータを順次消去することによって定義さ

れる．

定義 2.1和の演算子 ◦ : Ψ ×Ψ→ Ψを次のように定義

する．

s1 ◦ s2 =

{
s′1 ◦ s′2 : (s1 = s′1ω, s2 = ωs′2)

s1s2 : (otherwise)

図 4を用いて経路の計算方法を説明する．図中 ωi

がルータ，si が経路を表し，各経路は s1=ω1ω2ω3ω4,

s2=ω4ω3ω5, s3=ω1ω2ω5のように与えられている．こ

のとき，s3は s1と s2の和になっており，s1と s2から
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図 4 経路演算の例

次のように求められる．
s1 ◦ s2 = ω1ω2ω3ω4 ◦ ω4ω3ω5 = ω1ω2ω3 ◦ ω3ω5

= ω1ω2 ◦ ω5 = ω1ω2ω5 = s3
次に経路の向きを反転する演算子 revを定義する．

定義 2.2反転の演算子 rev : Ψ→ Ψを次のように定義

する．

rev(s) =




rev(s2)rev(s1) : (s = s1s2)

ω : (s = ω)

ε : (s = ε)

最後に差の演算子を定義する．2つの経路 s1と s2の

差とは，s1 の終点と s2 の終点を同じ位置にしてでき

る，s1 の始点から s2 の始点までの経路のことであり，

(s1 � s2)と記述される．差の演算子 �は，和と反転の演

算子を用いて定義できる．

定義 2.3差の演算子 � : Ψ × Ψ→ Ψを次のように定義

する．

s1 � s2 = s1 ◦ rev(s2)

例えば，図 4の s1 は s3 と s2 の差になっており，s3 と

s2から次のように求められる．
s3 � s2 = s3 ◦ rev(s2) = ω1ω2ω5 ◦ rev(ω4ω3ω5)

= ω1ω2ω5 ◦ ω5ω3ω4 = ω1ω2 ◦ ω3ω4

= ω1ω2ω3ω4 = s1
CCSGでは (条件 1)による同期の可能性を調べるた

めに，2点間の損失距離を求めることが重要である．そ

こで経路の損失距離を求める関数 πを定義する．

定義 2.4関数 π : Ψ→R+を次のように定義する．

π(s) =




π(s1) + π(s2) : (s = s1s2)

r : (s = α〈r〉)
0 : (s = ε)

2つの経路が与えられ，かつそれらの終点が同じであ

るとき，それらの 2つの始点の間の損失距離を求めるこ

とが，しばしば必要となる．例えば，図 4の AB間の損

失距離は s3と s2を用いて，π(s3 � s2)によって求めら

れる．

この経路の演算はベクトルの演算に似ており，命題 2.1

に示すような関係が成り立つ．

命題 2.1任意の s, si ∈ Ψについて，次式が成り立つ．
(1) s ◦ ε = ε ◦ s = s

(2) s � s = ε

(3) (s1 ◦ s2) ◦ s3 = s1 ◦ (s2 ◦ s3)

(4) (s1 � s2) � s3 = s1 � (s3 ◦ s2)

(5) (s1 ◦ s2) � s3 = s1 ◦ (s2 � s3)

(6) (s1 ◦ s2) � s3 = s1 � (s3 � s2)

(7) s1 � s2 = (s1 ◦ s) � (s2 ◦ s)
(8) s1 ◦ s2 = s3 iff s1 = s3 � s2

(9) π(s1 ◦ s2) ≥ |π(s1)− π(s2)|
(10) π(s1 ◦ s2) ≤ π(s1) + π(s2)

証明 (3)と (9)の証明のみ示す．他は (3)か (9)と同様

に，またはより簡単に証明できる．

(3) s2 の長さについて場合分けをする．s2 = εの場

合は簡単．s2 の長さが 2以上の場合は帰納法を用いる．

s1 = s′1ω かつ s2 = ωかつ s3 = ωs′3 の場合が最も重

要である．このとき，
(s1 ◦ s2) ◦ s3 = (s′1ω ◦ ω) ◦ ωs′3 = (s′1 ◦ ε) ◦ ωs′3

= (s′1ε) ◦ ωs′3 = s′1 ◦ ωs′3,
s1 ◦ (s2 ◦ s3) = s′1ω ◦ (ω ◦ ωs′3) = s′1ω ◦ (ε ◦ s′3)

= s′1ω ◦ (εs′3) = s′1ω ◦ s′3.
となる．ここで，もし s′1 = s′′1ω

′ならば，s1 = s′′1ω
′ω ∈

Ψより，ω �= ω′である．同様に，もし s′3 = ω′′s′′3 なら

ば，ω �= ω′′ である．よって，

s′1 ◦ ωs′3 = s′1ωs
′
3 = s′1ω ◦ s′3

を得る．これ以外の場合はこの場合より簡単である．

(9) s1 = εか s2 = εの場合は簡単なので省略する．

s1 = s′1ωかつ s2 = ωs′2 の場合は次のように帰納法を

適用する．
π(s1 ◦ s2) = π(s′1ω ◦ ωs′2) = π(s′1 ◦ s′2)

≥ |π(s′1)− π(s′2)|
= |π(s′1) + π(ω) − (π(ω) + π(s′2))|
= |π(s′1ω)− π(ωs′2)| = |π(s1) − π(s2)|.

それ以外の場合，つまり ω �= ω′ で s1 = s′1ω かつ

s2 = ω′s′2 の場合は，任意の s ∈ Ψについて π(s) ≥ 0
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であるから，次のように直接示される．
π(s1 ◦ s2) = π(s1s2) = π(s1) + π(s2)

≥ |π(s1) − π(s2)|

2.3 CCSGの構文論

プロセス代数では，プロセスの動作はプロセス式と呼

ばれる式の形で記述される．我々は，プロセス変数の集

合 X とプロセス定数の集合 Kが与えられていると仮定
する．CCSGのプロセス式の集合E(要素をE,F, · · ·で
表す)は次のように定義される．

定義 2.5プロセス式の集合Eは次の式を含む最小の集合
である

X : プロセス変数 (X ∈ X )
A : プロセス定数 (A ∈ K)
0 : 無動作プロセス

µ.E : プレフィクス (µ ∈ Actτ )

E + F : 選択

E|F : 合成

E[f ] : リラベリング (f はリラベリング関数 )

E\L
〈r〉(s) : 局所制限 (r ∈ R+, s ∈ Ψ, L ⊆ A)
E@s : 経路 (s ∈ Ψ)

ここで，E, F はすでに E の要素であるとする．
リラベリング関数 f とは，f(α) = f(α)を満たすラベ

ルからラベルへの関数である．任意の i ∈ {1, · · · , n}に
ついて f(αi) = α′

i，それ以外では f(α) = αであるよ

うなリラベリング関数 f を，

(α′
1/α1, α

′
2/α2, · · · , α′

n/αn)

と記述する．便宜的に f(α〈r〉@s) = f(α)〈r〉@sかつ
f(τ) = τ とし，fをアクションの集合Actτ まで拡張す

る．この条件にみられるように，ルータの名前を変える

ことはできない．

プロセス変数を含まないプロセス式をプロセスと呼び，

プロセスの集合を P，その要素を P,Q, · · ·で表す．プ
ロセス定数は定義式によって意味を与えられるプロセス

であり，全てのプロセス定数Aについて，A
def
= P の形

の定義式があると仮定する．

以下，各演算子の役割と，プロセス式の位置関係につ

いて説明する．

• µ.E はアクション µを起こした後は Eのように振

舞うことを表す．プロセス式 µ.E とその部分式 E

の位置は同じである．µ = α〈r〉@sならば，sはア
クションが起こった位置からEの位置までの経路を

表している．

• E + F は Eか F の選択動作を表す．選択は Eか

F のアクションによって行なわれる．E+F , E, F

の位置は全て同じである．

• E|F は Eと F の並行動作を表す．E|F , E, F の
位置は全て同じである．

• E[f ] は，Eの全てのアクションのラベルがリラベ

リング関数 fによって変更されていることを除いて，

Eと同じように振舞う．E[f ]と Eの位置は同じで

ある．

• E\L
〈r〉(s) は制限領域の中心における制限力が rで

ある局所制限を行なう．sはその領域の中心から E

の位置までの経路を表している．制限領域の中心か

ら経路 s′ 離れた位置で生じたアクションに対する

制限力はその損失距離 π(s′)だけ減少しており，そ

の実際に有効になる制限力 (r − π(s′))を実効制限

力と呼ぶ．アクションのグレイドの絶対値がその実

効制限力以下であり，そのラベルが Lに含まれるな

らば，そのアクションは制限される (2.4小節の例参

照)．E\L
〈r〉(s)と Eの位置は同じである．

• E@s は Eから E@sまでの位置が経路 sだけ離れ

ていることを表す．

例えばE@s|F@s′では，E@sとF@s′とE@s|F@s′

が同じ位置にある．つまり，Eから E@s|F@s′ までの
経路は sであり，F から E@s|F@s′ までの経路は s′で

ある．さらに，Eから F までの経路は (s � s′)によって

求められる．

演算子の結合の優先順位は {局所制限 ,リラベリング

,経路 } >プレフィクス>合成>選択，である．

2.4 CCSGの意味論

プロセス式の意味は CCSと同様にラベル付遷移シス

テム (E , Actτ ,{ µ−→: µ ∈ Actτ })をもとに与えられる．例

えば，E
µ−→ E′はプロセス式Eがアクション µを実行

することができ，その実行後はプロセス式 E′のように

振舞うことを意味している．

定義 2.6プロセス式間の遷移関係
µ−→は図 5の推論規則

を満たす最小の関係である．ここで，横棒の上が 0個以
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Act
µ.E

µ−→ E
ConP

µ−→ P ′

A
µ−→ P ′ (A

def
= P )

Choice1
E

µ−→ E′

E + F
µ−→ E′ Choice2

F
µ−→ F ′

E + F
µ−→ F ′

Com1
E

µ−→ E′

E|F µ−→ E′|F
Com2

F
µ−→ F ′

E|F µ−→ E|F ′

Com3
E

α〈r1〉@s1
−−−−→ E′ F

α〈r2〉@s2
−−−−→ F ′

E|F τ−→ E′|F ′ (r1 + r2 ≥ π(s1 � s2))

Res1
E

α〈r1〉@s1
−−−−→ E′

E\L
〈r2〉(s2)

α〈r1〉@s1
−−−−→ E′\L

〈r2〉(s2)

(
α,α /∈ L or
|r1| > r2 − π(s1 � s2)

)

Res2
E

τ−→ E′

E\L
〈r〉(s)

τ−→ E′\L
〈r〉(s)

Rel E
µ−→ E′

E[f ]
f(µ)−→ E′[f ]

Rou1
E

α〈r〉@s1
−−−−→ E′

E@s2
α〈r〉@(s1◦s2)

−−−−−−−−→ E′@s2

Rou2
E

τ−→ E′

E@s
τ−→ E′@s

図 5 CCSGの状態遷移規則

上の仮定，右横が条件，下が結果を表している．

CCSとの違いは，Rou1, Com3, Res1にあらわれ

ている．以下，これらの規則について説明する．

Rou1の Eのアクション α〈r〉@s1は，アクションが
生じた位置から E までの経路が s1 であることを表し

ている．E@s2 は Eから経路 s2だけ離れているので，

このアクションが生じた位置から E@s2 までの経路は

(s1 ◦ s2)となる．
CCSと同様に，Com3は相補的なラベル (α,α)を

もつ 2つのアクションの同期を表している．ただし，(条

件 1)を考慮して条件 r1 + r2 ≥ π(s1 � s2)が付加され

ている．2.2小節で述べたように π(s1 � s2)は 2つのア

クションの損失距離である．

Res1の条件 |r1| > r2 − π(s1 � s2)は，グレイド r1

の絶対値が実効制限力 (r2− π(s1 � s2))より大きいとき

は，ラベルが Lに含まれていても制限できないことを表

している．r2は s2 で示される制限領域の中心での制限

力であり，その中心からアクションの生じた位置までの

損失距離は π(s1 � s2)によって表される．

局所制限について，次の例を用いて説明する．

SY S ≡ (P@s1)\{α}
〈7〉(s2)

, P ≡ (α〈5〉@ε).0
ここで，s1 = a2〈1〉a1〈4〉, s2 = a3〈2〉a1〈4〉である．P
はアクション α〈5〉を起こすと停止するプロセスである．

P から SY S までは経路 s1 離れており，SY Sは αの

局所制限を行なっている．制限領域の中心から SY Sま

では経路 s2 離れており，中心における制限力は 7であ

る．このとき，P から制限領域の中心までの損失距離は

次のように求められる．
π(s1 � s2) = π(s1 ◦ rev(s2))

= π((a2〈1〉a1〈4〉) ◦ (a1〈4〉a3〈2〉))
= π(a2〈1〉a3〈2〉) = 3

よって，Pに対する実効制限力は (7− 3 =)4 となり，P
の α〈5〉 は制限されない．

3 CCSGにおける等価性

3.1小節では，1節で紹介したシフト (s)等価を定義し，

その命題を与える．3.2小節で，レベル 〈r〉弱等価を定義
する．1節で紹介したレベル 〈r〉 等価は，このレベル 〈r〉
弱等価をもとにして，3.3小節で定義される．レベル 〈r〉
等価は，選択演算子 +によって保存され，かつレベル

〈r〉弱等価に含まれる最大の同値関係である．3.4小節で
は，有限逐次プロセスのレベル 〈r〉等価に対する健全で
完全な公理系A〈r〉を与える．3.5小節では，レベル 〈r〉
観測のもとでのプロセス論理の充足関係を定義し，これ

をもとにしたレベル 〈r〉弱等価の解釈を与える．
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3.1 シフト (s)等価

観測位置によってシステムが異って観測されるため，

それらの観測結果を関係付けるためにシフト (s)等価を，

次のシフト (s)双模倣をもとに定義する．

定義 3.1s ∈ Ψとする．プロセス上の関係 S がシフ
ト (s)双模倣であるとは，(P,Q) ∈ S ならば，任意の
α〈r〉@s′ ∈ Act について，次の 4つの条件が成り立つ

ことである．

(i) P
α〈r〉@s′

−−−−→ P ′ならば，あるQ′が存在して，

Q
α〈r〉@(s′◦s)

−−−−−−−−→Q′ かつ (P ′,Q′) ∈ S を満たす．
(ii) P

τ−→ P ′ならば，あるQ′が存在して，

Q
τ−→Q′ かつ (P ′, Q′) ∈ Sを満たす．

(iii) Q
α〈r〉@s′

−−−−→ Q′ならば，ある P ′が存在して，

P
α〈r〉@(s′�s)

−−−−−−−−→ P ′ かつ (P ′,Q′) ∈ S を満たす．
(iv) Q

τ−→ Q′ならば，ある P ′が存在して，

P
τ−→ P ′ かつ (P ′,Q′) ∈ S を満たす．

定義 3.2もし，あるシフト (s) 双模倣 S において
(P,Q) ∈ S ならば，プロセス P と Q はシフト (s)

等価であるといい，P
≺∼(s) Qと書く．

定義 3.1の (i)と (iii)の (s′ ◦ s)と (s′ � s) が，右辺
と左辺の観測者の位置の違い sを補正している．

≺∼(s)は

同値関係ではないが，次のようにパラメータ付きの反射

律，対称律，推移律が成り立つ．

命題 3.1

(1) P
≺∼(ε) P

(2) P
≺∼(s) Qならば Q

≺∼(rev(s)) P

(3) P
≺∼(s1) QかつQ

≺∼(s2) Rならば P
≺∼(s1◦s2) R

証明 (1)については，s ◦ ε = s � ε = sより明らか．

(2)については，s′ ◦ rev(s) = s′ � sと s′ � rev(s) =

s′ ◦ sより明らか．
(3)について，P

≺∼(s1) Qと Q
≺∼(s2) Rを仮定する．

すなわち，(P,Q) ∈ S1のようなシフト (s1)双模倣 S1

と (Q,R) ∈ S2のようなシフト (s2)双模倣 S2が存在す

る．このとき S1S2がシフト (s1 ◦ s2)双模倣となること
を示す．ここでは最も興味深い，定義 3.1の (iii)を満た

すことのみ示す．

R
α〈r〉@s

−−−−→ R′とする．(Q,R) ∈ S2 より，あるQ′で

Q
α〈r〉@(s�s2)

−−−−−−−−→ Q′かつ (Q′, R′) ∈ S2を得る．さらに，

(P,Q) ∈ S1 より，ある P ′ で P
α〈r〉@((s�s2)�s1)

−−−−−−−−−−→ P ′

かつ (P ′, Q′) ∈ S1 を得る．ここで，命題 2.1(4) よ

り (s � s2) � s1 = s � (s1 ◦ s2) である．よって，
P

α〈r〉@(s�(s1◦s2))

−−−−−−−−−−→ P ′ かつ (P ′, R′) ∈ S1S2 を得る．

この命題が示すように，全ての s ∈ Ψについて ≺∼(s)

の和集合をとってつくられる関係は同値関係になる．ま

た，s ◦ ε = s � ε = sであるので，
≺∼(ε) は CCSの強

等価に同じである．便宜上，我々も
≺∼(ε) のために ∼の

記号を用いる．強等価の経路演算子に関する等式を次に

示す．

命題 3.2次の等式が成り立つ．
(1) ((α〈r〉@s).P )@s′ ∼ (α〈r〉@(s ◦ s′)).(P@s′)
(2) (P1|P2)@s ∼ (P1@s)|(P2@s)

(3) (P@s1)@s2 ∼ P@(s1 ◦ s2)
証明 各々の等式について，シフト (ε)双模倣をみつけ

る．例として，(2)のために，

S = {((P1|P2)@s, (P1@s)|(P2@s)) : s∈Ψ, Pi∈P}
がシフト (ε)双模倣であることを示す．ここでは，重要

なCom3 による同期の場合のみ示す．

(P1|P2)@s
τ−→ P ′ とする．このとき Rou2 より，

P1|P2
τ−→ P ′

12かつ P ′ ≡ P ′
12@sが得られる．さらに，

Com3より，P1

α〈r1〉@s1
−−−−−−−−→ P ′

1かつ P2

α〈r2〉@s2
−−−−−−−−→

P ′
2 かつ P ′

12 ≡ P ′
1|P ′

2 かつ P ′ ≡ (P ′
1|P ′

2)@s か

つ r1 + r2 ≥ π(s1 � s2) が得られる．P1 と P2 に

ついて，Rou1 より，P1@s
α〈r1〉@(s1◦s)

−−−−−−−−→ P ′
1@s と

P2@s
α〈r2〉@(s2◦s)

−−−−−−−−→ P ′
2@s を得る．また，命題 2.1(7)

より，(s1 ◦ s) � (s2 ◦ s) = s1 � s2 である．よっ

て，r1 + r2 ≥ π(s1 � s2) = π((s1 ◦ s) � (s2 ◦ s))．
故に，Com3 より，(P1@s)|(P2@s)

τ−→ Q′ かつ

Q′ ≡ (P ′
1@s)|(P ′

2@s) を得る．ここで，(P
′,Q′) ≡

((P ′
1|P ′

2)@s, (P
′
1@s)|(P ′

2@s)) ∈ Sである．
同様にして，(P1@s)|(P2@s)

τ−→ Q′ ならば ，

(P1|P2)@s
τ−→ P ′ かつ (P ′,Q′) ∈ S のような P ′

をみつけることができる．

(1)式と (2)式は，各々プレフィクスと合成への経路

の分配則であり，(3)は経路の結合則に相当する．

次の命題は経路演算子 @を使って観測位置を経路 s′

だけ移動したとき，シフト (s)等価がどのように保存さ
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れるかを表している．

命題 3.3

(1) P
≺∼(s) Qならば，P

≺∼(s◦s′) Q@s
′

(2) P
≺∼(s) Qならば，P@rev(s

′)
≺∼(s′◦s) Q

証明 (1)について，次の Sがシフト (s ◦ s′)双模倣で
あることを示す．

S = {(P,Q@s′) : P,Q ∈ P, P ≺∼(s) Q}
(P0,Q0@s

′) ∈ S と仮定する．ここでは，定義 3.1の

(iii)のみ示す．Q0@s
′

a〈r〉@s′
0−−−−→ Q′とする．Rou1より，

Q0

a〈r〉@s0
−−−−→ Q′

0かつ Q′ ≡ Q′
0@s

′かつ s′0 = s0 ◦ s′ を
得る．P0

≺∼(s) Q0より，あるP ′
0で P0

a〈r〉@(s0�s)

−−−−−−−−→ P ′
0

かつ P ′
0

≺∼(s) Q′
0 を得る．ここで，命題 2.1(8) よ

り，s0 = s′0 � s
′ である．さらに，命題 2.1(4) より，

s0 � s = (s
′
0 � s

′) � s = s′0 � (s ◦ s′)である．それゆえ，

P0

a〈r〉@(s′
0�(s◦s′))

−−−−−−−−−−→ P ′
0かつ (P

′
0, Q

′
0@s

′) ∈ Sを得る．
(2)についても同様である．

次の命題は，
≺∼(s)が合成演算子 |によって保存される

ことを示している．

命題 3.4Pi
≺∼(s) Qi (i ∈ {1, 2}) ならば

P1|P2
≺∼(s) Q1|Q2 である．

証明 次の Sがシフト (s)双模倣であることを示す．
S = {(P1|P2, Q1|Q2) : (Pi,Qi ∈ P), Pi

≺∼(s) Qi}
(P1|P2, Q1|Q2) ∈ S とする．ここでは，最も重要な，
定義 3.1の (ii)のCom3による場合のみ示す．

(P1|P2)
τ−→ P ′ を 仮 定 す る ．Com3 よ り，

P1

α〈r1〉@s1
−−−−→ P ′

1 かつ P2

α〈r2〉@s2
−−−−→ P ′

2かつ P ′ ≡ P ′
1|P ′

2

かつ r1+r2 ≥ π(s1 �s2)を得る．ここで，各 i ∈ {1, 2}
について Pi

≺∼(s) Qi より，Q1

α〈r1〉@(s1◦s)

−−−−−−−−→ Q′
1 かつ

Q2

α〈r2〉@(s2◦s)

−−−−−−−−→ Q′
2かつ P ′

i
≺∼(s) Q

′
iを得る．

また命題 2.1(7)より，r1+r2 ≥ π(s1 �s2) = π((s1 ◦
s) � (s2 ◦ s))．故に，Com3 より，(Q1|Q2)

τ−→ Q′

かつ Q′ ≡ (Q′
1|Q′

2) を得る．ここで，(P
′,Q′) ≡

(P ′
1|P ′

2, Q
′
1|Q′

2) ∈ Sである．

3.2 レベル 〈r〉弱等価
この小節では，(仮定 1)に基づく近似的な同値関係で

あるレベル 〈r〉弱等価を定義する．レベル 〈r〉等価はこ
のレベル 〈r〉弱等価をもとに小節 3.3で与えられる．ま
ず，必要な記法を準備する．

Act∗τ を空列 εを含む有限アクション列の集合とし，そ

の要素を t, t′, t1, · · ·で表す．t = µ1 · · ·µn ∈ Act∗τ に

ついて，もし E
µ1−→ · · · µn−→ E′ならば，E

t−→ E′と

書く．特に，E
ε−→ E′は E′ ≡ Eを意味する．

次に (仮定 1)を考慮して，アクションの実効グレイド

が −rより低いアクションを無視するための閾値関数を
定義する．

定義 3.3関数 φ : Act∗τ ×R → Act∗を次のように定義

する．

φ(t, r)=



φ(t1, r)φ(t2, r) : (t=t1t2, t1 �=ε, t2 �=ε)
α〈r′〉@s : (t = α〈r′〉@s, r′−π(s) ≥ −r)
ε : (otherwise)

この近似解析で注意しなければならないことは，「グ

レイドの高過ぎるアクションも不確定要素をもつ」こと

である．直観的には，無視されるほど低いグレイドをも

つアクションと同期する可能性があるためである．これ

は高感度な受信機がノイズを拾ってしまう現象に似てい

る．具体的には，観測位置から経路 s離れた位置では，

観測レベルは r − π(s)まで減少しているため，このレ

ベルを越えるアクションは不確定要素をもつ．このこと

を考慮し，次の関数も定義する．

定義 3.4関数 θ : Act∗τ ×R → Act∗を次のように定義

する．

θ(t, r)=



θ(t1, r)θ(t2, r) : (t=t1t2, t1 �=ε, t2 �=ε)
α〈r′〉@s : (t = α〈r′〉@s, |r′| ≤ r−π(s))
ε : (otherwise)

つまり，レベル 〈r〉観測ではアクションを次の 3種類
に分類できる．

(1) 常に観測できないアクション．

(2) 常に観測できるアクション．

(3) 時々観測できないアクション．

グレイドが低ければ観測できず，グレイドが高ければ

観測できる．ただし，グレイドの高過ぎるアクションは

観測できないアクションと同期する可能性があるため，

その実行が観測できない場合がある．このアクションを

不確定なアクションと呼ぶ．

次の例は，2つの閾値関数 φと θの特徴をよく表して
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いる．
φ(α〈−2〉@ε, 1) = ε , θ(α〈−2〉@ε, 1) = ε

φ(α〈0〉@ε, 1) = α〈0〉@ε, θ(α〈0〉@ε, 1) = α〈0〉@ε
φ(α〈2〉@ε, 1) = α〈2〉@ε, θ(α〈2〉@ε, 1) = ε

レベル 〈1〉観測では，(α〈−2〉@ε)は観測不可能なアク
ションであり，このアクションと同期できる (α〈2〉@ε)
は不確定なアクションである．(α〈0〉@ε)は (α〈−2〉@ε)
と同期することはできず，不確定要素をもたない．

次に，各 r ∈ Rについて，状態遷移システム
(E , Act∗τ , {

t
=⇒〈r〉: t ∈ Act∗τ})

を定義する．この
t
=⇒〈r〉は (グレイドの高過ぎる)不確

定なアクションと (グレイドの低過ぎる)観測不可能なア

クションを暗に含む状態遷移関係であり，次のように与

えられる．

定義 3.5r ∈ Rとする．t ∈ Act∗τ について，θ(t, r) = ε

かつE
t−→ E′ならばE

ε
=⇒〈r〉 E

′ である．この
ε
=⇒〈r〉

は =⇒〈r〉 と略記される．さらに t = µ1 · · · µn につい

て，E =⇒〈r〉
µ1−→=⇒〈r〉 · · · =⇒〈r〉

µn−→=⇒〈r〉 E
′なら

ば，E
t
=⇒〈r〉 E

′である．

この状態遷移関係を用いて，レベル 〈r〉弱等価を次の
レベル 〈r〉双模倣をもとに定義する．
定義 3.6r ∈ Rとする．プロセス上の関係 Sがレベル
〈r〉双模倣であるとは，(P,Q) ∈ Sならば，任意の µ ∈
Actについて，次の 2つの条件が成り立つことである．
(i) P

µ−→ P ′ならば，あるQ′が存在して，

Q
φ(µ,r)
========⇒〈r〉 Q

′ かつ (P ′, Q′) ∈ Sを満たす．
(ii) Q

µ−→ Q′ならば，ある P ′が存在して，

P
φ(µ,r)
========⇒〈r〉 P

′ かつ (P ′, Q′) ∈ Sを満たす．

定義 3.7もし，あるレベル 〈r〉 双模倣 S において
(P,Q) ∈ S ならば，プロセス P と Q はレベル 〈r〉
弱等価であるといい，P ≈〈r〉 Qと書く．

定義 3.6の =⇒〈r〉 の上には θではなく φが使われて

いる．これは，グレイドの高いアクションは不確定要素

をもっていても無視されてはならないためである．

≈〈r〉の基本的な性質を次に示す．

命題 3.5

(1) ≈〈r〉 は同値関係である．

(2) r ≥ r′ならば ≈〈r〉 ⊆ ≈〈r′〉である．

証明 (1)の反射律と対称律は容易に示される．推移律

については付録の補題 A.1を用いる．(2)については，

付録の補題A.2を用いる．

十分にレベル rを高くとれば，観測できないアクショ

ンは内部アクション τ のみとなる．特に，レベル 〈∞〉
弱等価は [7]で定義されている弱等価≈に相当する．
次の命題が示すように ≈〈r〉 は合成演算子によって保

存され，制限演算子によっても条件付きで保存される．

命題 3.6P1 ≈〈r〉 P2ならば，次の関係が成り立つ．

(1) P1|Q ≈〈r〉 P2|Q
(2) P1\L

〈r′〉(s′) ≈〈r〉 P2\L
〈r′〉(s′) if r′ + π(s′) ≤ r

(3) P1@s
′ ≈〈r′〉 P2@s

′ if r′ + π(s′) ≤ r

証明 (1)について，次の Sがレベル 〈r〉双模倣である
ことを示す．

S = {(P1|P0, P2|P0) : (P0, P1, P2 ∈ P), P1 ≈〈r〉 P2}
(P1|P0, P2|P0) ∈ Sを仮定する．ここでは，Com3に

よる同期の場合のみ示す．

P1|P0
τ−→ P ′とする．Com3より，P1

α〈r1〉@s1
−−−−−−−−→

P ′
1 かつ P0

α〈r0〉@s0
−−−−−−−−→ P ′

0 かつ P ′ ≡ P ′
1|P ′

0 かつ

r1+ r0 ≥ π(s1 � s0)
(#1) を得る．さらに，P1 ≈〈r〉 P2

より，P2
φ(α〈r1〉@s1,r)
=================⇒〈r〉 P

′
2かつ P ′

1 ≈〈r〉 P
′
2となる

P ′
2が存在する．次の２つの場合に分けて示す．

• r1 < π(s1)− r (#2) の場合．このとき，次のよう

にして，r0 > r − π(s0)
(#3) を得る．

r0 − (r − π(s0))

≥ π(s1 � s0) − r1 − (r − π(s0)) by (#1)

> π(s1 � s0) − (π(s1)− π(s0)) by (#2)

≥ π(s1 � s0) − |π(s1) − π(s0)|
= π(s1 ◦ rev(s0)) − |π(s1)− π(rev(s0))|
≥ 0 by 命題 2.1(9)

(#3)より，θ(α〈r0〉@s0, r) = εなので，P0 =⇒〈r〉

P ′
0である．また，(#2)より，φ(α〈r1〉@s1, r) = ε

なので，P2 =⇒〈r〉 P
′
2である．Com1と Com2

より，それらは P2|P0 =⇒〈r〉 Q
′かつQ′ ≡ P ′

2|P ′
0

を導く．ここで，φ(τ, r) = εより，P2|P0
φ(τ,r)
=====⇒〈r〉

Q′かつ (P ′, Q′) ∈ Sを得る．
• それ以外の場合 ( すなわち，r1 ≥ π(s1) − r)．

このとき，φ(α〈r1〉@s1, r) = α〈r1〉@s1 である．
Com1とCom3より，それらはP2|P0

τ
=⇒〈r〉 Q

′

かつQ′ ≡ P ′
2|P ′

0を導く．ここで，θ(τ, r) = εより，

P2|P0 =⇒〈r〉 Q
′ を得る．さらに，φ(τ, r) = εよ

り，P2|P0
φ(τ,r)
=====⇒〈r〉 Q

′かつ (P ′,Q′) ∈ Sを得る．



14 コンピュータソフトウェア (118)

(2)については，付録の補題 A.3を用いて証明できる．

(3)については (2)と似た方法で証明できる．

(2)の条件 (r′ + π(s′) ≤ r)は直観的には，制限領域

(中心までの損失距離 π(s′)，半径 r′の内側)が観測不可

能領域 (半径 rの外側)に入らないことを意味している．

3.3 レベル 〈r〉等価
レベル 〈r〉弱等価は弱等価と同様に選択演算子 +に
よって保存されない問題がある．この小節では，選択演

算子+によって保存され，かつレベル 〈r〉弱等価に含ま
れる最大の同値関係として，レベル 〈r〉等価が与えられ
る．先ず，アクション上の関係 ≥〈r〉(⊂ Actτ × Actτ )

を次のように定義する．

定義 3.8r ∈ Rとする．レベル 〈r〉代用 ≥〈r〉は次のよ

うに定義されるアクション上の関係である．
≥〈r〉={(µ,µ) : µ∈Actτ}∪

{(µ,µ′) : µ,µ′∈Actτ , φ(µ, r) = θ(µ′, r) = ε}

(µ ≥〈r〉 µ
′)は，レベル 〈r〉観測において，アクション µ

の代わりにアクション µ′を対応させてもよいことを表

している．例えば，次の関係は ≥〈r〉 の特徴をよく表し

ている．
τ ≥〈1〉 (α〈−2〉@ε), (α〈−2〉@ε) ≥〈1〉 τ

τ ≥〈1〉 (α〈2〉@ε) , (α〈2〉@ε) �≥〈1〉 τ

レベル 〈1〉観測では，(α〈−2〉@ε)は観測不可能なアク
ションであり，(α〈2〉@ε)は不確定なアクションである．
観測不可能なアクションは内部アクション τ に同等であ

るが，不確定なアクションは同等ではない．不確定なア

クションは内部アクションとして動作することができる

が，逆はできない．それは，不確定なアクションは観測

できるアクションと同期する可能性があるためである．

次にレベル 〈r〉等価を定義する．
定義 3.9r ∈ Rとする．もし，任意の µ ∈ Actについ

て，次の 2つの条件を満たすならば，P と Qはレベル

〈r〉等価であるといい，P =〈r〉 Qと書く．

(i) P
µ−→ P ′ならば，あるQ′と µ′が存在して，

Q
µ′
=⇒〈r〉 Q

′, (P ′,Q′) ∈ S, µ ≥〈r〉 µ
′を満たす．

(ii) Q
µ−→ Q′ならば，ある P ′と µ′が存在して，

P
µ′
=⇒〈r〉 P

′, (P ′,Q′) ∈ S, µ ≥〈r〉 µ
′を満たす．

レベル 〈r〉弱等価 ≈〈r〉 との違いは，レベル 〈r〉等価
=〈r〉では最初の各アクションについては，代用可能なア

クションによって対応されなければならないことである．

レベルが高くなるに従って，代用できるアクションの選

択の幅は狭くなり，レベル 〈∞〉等価 =〈∞〉 は観測合同

=に相当する．

レベル 〈r〉等価は，命題 3.7に示されるように，選択
演算子+によって保存され，かつレベル 〈r〉弱等価に含
まれる最大の同値関係である．

命題 3.7(1) P1 =〈r〉 P2ならば，任意のR ∈ Pについ
て，P1 + R =〈r〉 P2 + Rである．

(2) Qを「Q ⊆≈〈r〉」かつ「(P1, P2) ∈ Qならば，任
意のRについて (P1+R, P2+R) ∈ Q」を満たす関係
とする．このとき，L(P1) ∪ L(P2) �= A †2のような任
意の (P1, P2) ∈ Qについて，P1 =〈r〉 P2 である．

証明 (1) P1 =〈r〉 P2を仮定する．今，P1+R
µ−→ P ′

とする．この状態遷移を導く次の 2つの場合を考える．

• Choice1 より，P1 + R
µ−→ P ′から P1

µ−→ P ′

を得る．P1 =〈r〉 P2であるので，P2
µ′
=⇒〈r〉 Q

′か

つP ′ ≈〈r〉 Q
′かつ µ ≥〈r〉µ

′のようなQ′と µ′が存

在する．故に，Choice1より，P2 +R
µ′
=⇒〈r〉 Q

′

を得る．

• Choice2 より，P1 + R
µ−→ P ′ から R

µ−→ P ′

を得る．よって，Choice2 より，P2 + R
µ−→ P ′

を得る．これは，P2 + R
µ
=⇒〈r〉 P

′を導く．ここ

で，µ ≥〈r〉 µである．

P2 + R
µ−→ Q′ についても対称の論法を適用し，

P1 + R =〈r〉 P2 + Rを得る．

(2) L(P1) ∪ L(P2) �= A のような (P1, P2) ∈ Q
とする．Rとして，A

def
= (α0〈r0〉@ε).A のように定

義される A をとる．ここで，α0 /∈ L(P1) ∪ L(P2)

かつ r0 ≥ −r とする．今，P1
µ−→ P ′ を仮定する．

Choice1より，P1+A
µ−→ P ′を得る．Qの仮定より

P1+A ≈〈r〉 P2+Aであるので，P2+A
φ(µ,r)
========⇒〈r〉 Q

′

かつ P ′ ≈〈r〉 Q
′のようなQ′が存在する．

もし µが，r1 ≥ π(s1)− rのような (α1〈r1〉@s1)な
らば，φ(α1〈r1〉@s1, r) = α1〈r1〉@s1 となる．この場
合，P2

µ
=⇒〈r〉 Q

′かつ P ′ ≈〈r〉 Q
′かつ µ ≥〈r〉 µの結

†2 L(P )は P が今後実行できる全てのアクションのラベル
の集合を表す．
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果は簡単に得られるので，この過程は省略する．

それ以外の場合 (φ(µ, r) = ε) を考える．つまり，

P2 + A =⇒〈r〉 Q
′である．先ず，Q′ �≡ P2 + Aを背理

法を用いて示すために Q′ ≡ P2 + Aを仮定する．この

場合，r0 ≥ −rより，φ(α0〈r0〉@ε, r) = α0〈r0〉@εで
あるので，Q′は (α0〈r0〉@ε)アクションを起こせなけれ
ばならない．さらに，P ′ ≈〈r〉 Q

′より，P ′ もいつかは

(α0〈r0〉@ε)アクションを起こせなければならない．し
かし，α0 /∈ L(P ′) ⊆ L(P1)より，これは不可能であ

る．よってQ′ �≡ P2 +Aを得る．つまり，θ(µ′, r) = ε

かつ P2 + A
µ′
=⇒〈r〉 Q

′ のような µ′が存在する．ここ

で，もし，P2 + A
µ′
=⇒〈r〉 Q

′の状態遷移が Aによって

導かれた場合，Q′ は Aとなるため，再び P ′はいつか

は (α0〈r0〉@ε)アクションを起こせなければならなくな
る．よって，P2 +A

µ′
=⇒〈r〉 Q

′の状態遷移は P2によっ

て導かれなければならない．それ故，P2
µ′
=⇒〈r〉 Q

′か

つ P ′ ≈〈r〉 Q
′を得る．ここで，φ(µ, r) = ε = θ(µ′, r)

より，µ ≥〈r〉 µ
′である．

P2
µ−→ Q′ についても対称的な論法を適用し，

P1 =〈r〉 P2を得る．

レベル 〈r〉等価は，制限演算子や経路演算子によって
保存されないため，合同関係ではない．ただし，レベル

〈r〉弱等価のための命題 3.6は，レベル 〈r〉等価に置き換
えても成り立ち，レベル 〈r〉等価も制限演算子や経路演
算子によって条件付きでならば保存される．

3.4 公理系A〈r〉
この小節で，レベル 〈r〉等価 =〈r〉と観測合同 =を比

較するために，有限逐次プロセスのための公理系を与え

る．有限逐次プロセスの構文は次のように定義される．

定義 3.10有限逐次プロセスの集合 Pseq(⊂ P)は BNF

記法を用いて次のように定義される．

P ::= 0 µ.P P + P

ここで，µ ∈ Actτ である．

レベル 〈r〉等価は，プレフィクスと選択演算子によっ
て保存されるので，Pseq に対しては合同関係である．

Pseq の観測合同に対する健全で完全な公理系 A∞ は，

すでに文献 [7]の中で次のように与えられている．

定義 3.112つの有限逐次プロセス P と Qの等価性が

公理系A∞から推論されるならば，A∞ $ P = Qと書

く．ここで，公理系A∞は次の等式から構成される．
M1 P1 + P2 = P2 + P1

M2 (P1 + P2) + P3 = P1 + (P2 + P3)

M3 P = P + P

M4 P = P + 0

T1 µ.τ.P = µ.P

T2 P + τ.P = τ.P

T3 µ.(P + τ.Q) + µ.Q = µ.(P + τ.Q)

定理 3.1P,Q ∈ Pseqとする．このとき，

P = Q ⇐⇒ A∞ $ P = Q.

各 r ∈ Rについて，次のように公理系 A〈r〉を定義
する．

定義 3.12r ∈ Rとする．2つの有限逐次プロセス P

と Q の等価性が公理系 A〈r〉から推論されるならば，
A〈r〉 $ P = Qと書く．ここで，公理系A〈r〉は，公理
系A∞の等式と次の等式から構成される．
A1〈r〉 (α〈r′〉@s).P = τ.P if r′ < −(r − π(s))

A2〈r〉 (α〈r′〉@s).P = (α〈r′〉@s).P + τ.P

if r′ > r − π(s)

A1〈r〉とA2〈r〉は，各々観測不可能アクションと不確
定アクションのための等式である．

以下，A〈r〉がレベル 〈r〉等価に対して完全であるこ
とを示す準備をする．まず，次の標準形を定義する．

定義 3.13次の P は，レベル 〈r〉標準形である†3．
(i) P ≡

∑m

i=1
µi.Pi (各 Piもレベル 〈r〉標準形 ),

(ii) r′ < −(r − π(s))ならば,P
α〈r′〉@s

�−−−−→,

(iii) P
α〈r′〉@s

−−−−→ P ′, r′ > r − π(s)ならば,P
τ−→ P ′.

(ii)は内部アクション τ を除く全ての観測不可能なア

クションは起こることができないことを意味しており，

(iii)は全ての不確定アクションは内部アクションによっ

てバイパスされなければならないことを意味している．

次の命題 3.8によってプロセス間の関係を強めること

ができる．

命題 3.8P と Qはレベル 〈r〉標準形であるとする．
(1) P ≈〈r〉 Qならば，P ≈ Q.

†3 もしm ≥ 1ならば，
∑m

i=1
Piは P1+ P2 + · · ·+ Pm

の略記であり，それ以外では 0である．
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(2) P =〈r〉 Qならば，P = Q.

証明 付録の補題 A.4を用いて証明できる．

次の命題は Pseq のレベル 〈r〉等価に対するA〈r〉の
完全性を示すために使われる．

命題 3.9任意の P ∈ Pseq について，A〈r〉 $ P = P ′

のようなレベル 〈r〉標準形 P ′が存在する．

証明 レベル 〈r〉 標準形の条件 (ii)と (iii) は，各々

A1〈r〉とA2〈r〉によって満たされる．
最後に，A〈r〉が Pseq のレベル 〈r〉等価に対して健全

で完全であることを示す定理を与える．

定理 3.2P,Q ∈ Pseq とする．このとき，

P =〈r〉 Q ⇐⇒ A〈r〉 $ P = Q.

証明 (⇐) A〈r〉の各等式について，レベル 〈r〉双模倣
をみつけ，定義 3.9の条件 (i), (ii)をチェックする．

(⇒) 命題 3.9 より，A〈r〉 $ P = P ′ かつ A〈r〉 $
Q = Q′ のような，レベル 〈r〉標準形 P ′ と Q′が存在

する．A〈r〉の健全性により，P ′ =〈r〉 Q
′を得る．よっ

て，命題 3.8より，P ′ = Q′を得る．ここで，定理 3.1

より，A∞ $ P ′ = Q′である．最後に，A∞ ⊂ A〈r〉よ
り，A〈r〉 $ P = P ′ = Q′ = Qを得る．

3.5 プロセス論理

双模倣関係をもとにした同値関係が，プロセス論理に

よって特徴付けられることが知られている [3] [7]．プロセ

ス論理とは，プロセスをブラックボックスとみなし，ア

クションの観測可能性のみに焦点をあてた論理である．

この小節では，レベル 〈r〉弱等価をプロセス論理を用い
て特徴付ける．

プロセス論理の定義は [7]にほぼ同じであるが，観測

可能なアクションが観測レベルに依存するため，ここで

は各レベルごとに次のように与える．

定義 3.14r ∈ Rとする．PL〈r〉は，次の構文規則に
よって与えられる論理式 F の集合である．

F ::= true 〈〈µ〉〉F F ∧ F ¬F
ここで，µ ∈ Act〈r〉 ∪ {ε}である．Act〈r〉は，レベル
〈r〉観測のもとで観測可能なアクションの集合であり，

Act〈r〉 = {α〈r′〉@s ∈ Act : r′ − π(s) ≥ −r}
により与えられる．

この論理式によりプロセスの性質を記述する．プロセ

ス P がレベル 〈r〉観測のもとで，論理式F ∈ PL〈r〉を

満たすことを P |=〈r〉F と書き，次のように定める．

定義 3.15レベル 〈r〉観測における，プロセス P の論理

式 F ∈ PL〈r〉の充足性を，次のように定義する．
(1) 全ての P について，P |=〈r〉 true

(2) P |=〈r〉 F1, P |=〈r〉 F2ならば，P |=〈r〉 F1 ∧ F2

(3) P |=〈r〉 F でないならば，P |=〈r〉 ¬F
(4) ある P ′で，P

µ
=⇒〈r〉 P

′, P ′ |=〈r〉 F ,

µ ∈ Act〈r〉ならば，P |=〈r〉 〈〈µ〉〉F
(5) ある P ′で，P

ε
=⇒〈r〉 P

′, P ′ |=〈r〉 F

ならば，P |=〈r〉 〈〈ε〉〉F

P が，レベル 〈r〉観測のもとで満たす全ての論理式の
集合を PL〈r〉(P )と記述する．つまり，PL〈r〉(P ) =
{F ∈ PL〈r〉 : P |=〈r〉 F}である．このとき次の定理
は，レベル 〈r〉観測のもとで，1つでも P で満たし Q

で満たさない論理式が存在ことと，P とQがレベル 〈r〉
弱等価ではないことは同じであることを示している．

定理 3.3P ≈〈r〉 Q ⇐⇒ PL〈r〉(P ) = PL〈r〉(Q)
証明 (⇒)は簡単である．(⇐)のためには，

S = {(P,Q) : PL〈r〉(P ) = PL〈r〉(Q)}
がレベル 〈r〉双模倣であることを示せばよい．背理法を
用いるために，ある (P,Q) ∈ S で，P µ−→ P ′かつ全

てのQi (i ∈ I)でQ
φ(µ,r)
========⇒〈r〉 Qiかつ (P ′, Qi) /∈ S

を満たすP ′と µが存在すると仮定する．各 i ∈ Iについ

て (P ′, Qi) /∈ S より，P ′ |=〈r〉 Fi かつ Qi �|=〈r〉Fi の

ような Fi ∈ PL〈r〉が存在する．ここで，µについて場
合分けをするが，µ ∈ Act〈r〉の場合は，µ /∈ Act〈r〉の
場合より簡単なので省略する．つまり，φ(µ,r) = εとす

る．このとき，P
ε
=⇒〈r〉 P

′と，全ての i ∈ Iについて，

Q
ε
=⇒〈r〉 Qiを得る．よって，F ≡ 〈〈ε〉〉(

∧
i∈I

Fi)
†4と

すると，P |=〈r〉 F かつ Q �|=〈r〉F を得る．これは，

(P,Q) ∈ Sの仮定に反する．
さらに，次の論理記号を導入する．

false ≡ ¬true, [[µ]]F ≡ ¬〈〈µ〉〉¬F
trueは全てのプロセスによって満たされるので，false

を満たすプロセスは存在しない．また，〈〈µ〉〉と [[µ]]は

各々，可能性様相演算子，必然性様相演算子と呼ばれる．

P |=〈r〉 〈〈µ〉〉F は，P がアクション µを起こすことがで

†4
∧

i∈I
Fi は，I = ∅ ならば true，それ以外ならば

F1 ∧ · · · ∧ Fnを表す．
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図 6 デッドロックをもつシステムの例

き，その後に F を満たすプロセスが存在することを意味

する．他方，P |=〈r〉 [[µ]]F は，P がアクション µを起

こすことができるならば，その後の全てのプロセスは F

を満たすことを意味する．

4 デッドロックをもつ並行システムの例

図 6の並行システムを用いて CCSGによる解析例を

示す．図中，DGとDCは各々国と企業が所有するデー

タベース，UEは国立研究所 ETLの端末器，UM は株

式会社MECの端末器であり，各々階層的に 4つのルー

タを通して接続されている．このシステムは図中 JPの

位置を観測位置として次のように記述される．(局所制

限の制限力が 18である理由については後で説明する．)

SY S
def
=((GO@go〈4〉)|(CO@co〈4〉))\{lk1,lk2,ul1,ul2}

〈18〉(ε)

GO
def
=DG|(UE@etl〈3〉)

CO
def
=DC|(UM@mec〈3〉)

DGとDCへのアクセスにはロックが必要であるとす

る．簡単のためデータ操作は省略する．UEと UM は，

各々コマンド ac1, ac2を受けるとDGと DC のロック

を試みる．ただし，各端末は近い方からロックを行なう

とする．このとき，各プロセスは次の様に記述される．

ここで，空経路 εとグレイド 〈0〉の記述は省略されてい
る (例えば，ac1は ac1〈0〉@ε，lk1〈3〉は lk1〈3〉@εの略
記である)．

UE
def
= ac1.lk1〈3〉.lk2〈11〉.su1.ul2〈11〉.ul1〈3〉.UE

UM
def
= ac2.lk2〈3〉.lk1〈11〉.su2.ul1〈11〉.ul2〈3〉.UM

DG
def
= lk1.ul1.DG

DC
def
= lk2.ul2.DC

ul1 3

lk1
3

ul2
11 ac1

su1

lk2 11

UE

lk1 11

su2

lk2
3

ac2

ul2 3
ul1

11

UM

ul1

lk1

DG DC

lk2

ul2

図 7 SY Sの状態遷移図

コマンド acの入力とロック成功 suを知らせる出力は

端末に局所的なアクションであるので，それらのグレイ

ドは 0に設定してある．ロック lkとアンロック ulはそ

の要求側 (端末側)に十分なグレイドを設定してある．例

えば lk2〈11〉のグレイド 11は UEとDCの損失距離で

ある．上の SY Sで使われている制限力 18は，JPから

損失距離 7離れた lki〈11〉と uli〈11〉 を制限するために
必要な最小値である．

図 7に各プロセスの振舞いを状態遷移図で示す．各プ

ロセスは独立にアクションを起こすことができるが，点

線で結ばれた 2つのアクションは同期することを表して

いる．図 7にみられるように，並行プロセスの全体の動

作を理解することは，逐次プロセスの動作に比べて困難

である．そこで，SY Sの動作に観測合同=となる逐次

プロセス SP

SY S = SP

を次に与える．
SP

def
= ac1@s1.R1 + ac2@s2.R2

R1
def
= τ.(τ.(su1@s1.SP + ac2@s2.su1@s1.R2)

+ac2@s2.O12) + ac2@s2.(τ.O12 + τ.O21)

R2
def
= τ.(τ.(su2@s2.SP + ac1@s1.su2@s2.R1)

+ac1@s1.O21) + ac1@s1.(τ.O12 + τ.O21)

O12
def
= τ.su1@s1.R2 + τ.0

O21
def
= τ.su2@s2.R1 + τ.0

s1 = etl〈3〉go〈4〉
s2 = mec〈3〉co〈4〉
図 8に SP の状態遷移図を示す．この SP は合成演算

子を含まず，SY Sの振舞いを明確に表している．そし

てこの SP から SY Sはデッドロック状態 0をもつこと

を読みとることができる．しかし，SP は SY Sに観測
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τ
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図 8 SP の状態遷移図

等価な最も状態数の少ないプロセスであるにもかかわら

ず，簡単な SY Sに対してさえやや複雑である．この原

因は 2つの端末の観測可能なアクションが独立に起こせ

るためである．この SP は端末器の増加とともに急激に

複雑になる．

我々は，しばしば ETLの端末操作のみ可能で，遠く

の重要でないアクションには興味をもたないことがある．

このような解析に対して，シフト (s)等価とレベル 〈r〉
等価を有効に使うことができる．まず，観測位置を

SY S
≺∼(se) SY S@se

によって JPから ETLに移動する．ここで，seは JPか

らETLまでの経路で，se=go〈4〉etl〈3〉である．SPETL

を

SPETL
def
= ac1.(τ.su1.SPET L + τ.0)

と定義すると，次の等式が成り立つ．
SY S@se =〈r〉 τ.SPETL

SY S@se ≈〈r〉 SPETL

ここで，rは 14未満の実数である．14とは ETL-MEC

間の損失距離である．=〈r〉 の右側の τ.SPETL の τ は，

MECの端末操作による観測できないアクションに対応

するために最初の 1 回だけ必要である．SPETL から，

デッドロックが ac1の直後に起こる可能性があるが，su1

の直後には起こらないことを読みとることができる．

次に，プロセス論理を用いたSY Sの動作の，ETLの

位置における検証例を示す．まず，0以上の任意の rに

ついて，

SY S@se |=〈r〉 〈〈ac1〉〉〈〈su1〉〉true

が成り立つ．ac1を起こした後，デッドロックを起こす

可能性はあるが，su1を起こせる可能性もあるので真で

ある．また，0以上 14未満の rについて，

SY S@se |=〈r〉 〈〈ac1〉〉[[su1]]false (∗∗)
が成り立つ．この [[su1]]falseを満たすプロセスとは，

su1を起こせるならば，その後は必ず falseを満たすプ

ロセスである．しかし，falseを満たすプロセスは存在

しないので，[[su1]]falseを満たすプロセスとは su1 を

起こせないプロセスのことである．これは，SP にみら

れるデッドロック 0に相当する．

ここで重要なことは，14以上の rについては (∗∗)は
成り立たないことである．つまり，ac2のような遠くの

重要でないアクションを考慮しなければ，su1のような

重要なアクションが起こせなくなる可能性をみつけるこ

とができない．例えば，より多くの重要でないアクショ

ンが関係している場合は，その全てを考慮しなければ，

デッドロックをみつけることができないかも知れない．

この例はレベル rを 14より低くすることによって，重

要なアクション su1 が実行できなくなる可能性を示し

ており，観測精度を落した近似的な論理を用いることに

よって，重要なアクションの実行可能性を調べることが

できる近似解析の有効性を示した例である．

5 関連研究

空間の概念をもつプロセス代数としては，CCSを基

に [3] [6] [9]，ACP [1]を基に [2]等が提案されている．

文献 [2]の特徴は時間と空間の統一的な表現にある．例

えば，アクションの伝達速度を考慮して離れた位置にあ

るプロセス間通信の可能性を検証できる．CCSGには

時間の概念は無いが，CCSGの目的は近似解析にあり，

そのためにグレイドや損失が導入されている． [2]には

グレイドの概念は無く，近似的な解析は行なわれていな

い．また，CCSGに TCCS [8]のような時間の概念を導

入し，各ルータに遅延時間を明記することによって [2]と

同様の解析が期待される．

CCS系の 3つの拡張 [3] [6] [9]では，アクションの生じ

た位置を考慮することにより，弱等価よりも詳細にプロ

セスを解析することを可能している．例えば，[3]の位置

等価 (location equivalence)では，P1 ≡ (α1.0|α2.0)

と P2 ≡ (α1.α2.0+ α2.α1.0)は，位置等価にはならな
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い．これは，次の位置付状態遷移にみられるように，P1

の α1と α2の位置は独立であるのに対し，P2 の α1と

α2の位置は独立でないためである．

P1

α1
−−−−→

u1 (u1 :: 0)|(α2.0)
α2

−−−−→
u2 (u1 :: 0)|(u2 :: 0),

P2

α1
−−−−→

u1 u1 :: α2.0
α2

−−−−−−−−−−→
u1u2 u1u2 :: 0.

ここで，
α

−−−−→
u の uは αの位置を表している．つまり，P2

の位置付状態遷移の α2 の位置 u1u2は，α1 の位置 u1

に依存していることを表している．この位置付状態遷移

の位置情報 uは自動的に付加され，逐次プロセスと並行

プロセスを区別するために使われる．

CCSGでは，アクションの位置は明示的に記述され，

必ずしも逐次プロセスと並行プロセスを区別しない．例

えば，次の P ′
1と P ′

2はレベル 〈∞〉等価となる．
P ′

1 ≡ (α1.0)@s1|(α2.0)@s2,

P ′
2 ≡ (α1@s1).(α2@s2).0+ (α2@s2).(α1@s1).0

位置付状態遷移によって自動的に付加される位置と

CCSGで明示的に記述される位置は矛盾することがあ

るので，CCSGに位置付状態遷移を導入することは意味

がない．我々は損失距離を求めるために位置を導入して

いる．

また，位置付状態遷移
α

−−−−→
u を一般の状態遷移

α−→に
よって解釈する方法が [11]に提案されている．

6 おわりに

我々は CCSに，アクションの重要性を明記するため

にグレイド，プロセス間の空間的距離を考慮するために

経路を導入して，CCSGを提案した．CCSGにおける

プロセスの等価性としては，観測位置を移動するために

シフト (s)等価，遠くの重要でないアクションを無視す

るためにレベル 〈r〉弱等価とレベル 〈r〉等価を与えた．
これらにより，CCSGでは，任意の観測位置における近

似的な (局所的な)解析が可能になっている．

さらに，レベル 〈r〉等価と観測合同の違いを明確にす
るために，有限逐次プロセスのレベル 〈r〉等価に対する
健全で完全な公理系A〈r〉を与えた．また，双模倣関係
をもとに定義されたレベル 〈r〉弱等価を，プロセス論理
の充足関係を用いて解釈を与えた．

4節では，システム SY S と局所的仕様 SPETL との

近似的な関係を示した．SPETLは全体の仕様 SP に比

べて簡単であり，ETLにおける SYSの動作を理解する

ために有効である．ただし，仕様が簡単になっていても

その等価性判定の計算量が減るわけではない．この近似

解析の利点は，システムの設計者や分析者が，自分に必

要なアクションを取り出し，遠方の重要でないアクショ

ンを無視することによって，可読性の高い仕様書を得る

ことができることにある．つまり，利用者の負担を軽減

するとこを目的にしている．

今後は，ネットワークの構造を階層的星型接続から複

数経路の記述可能なグラフ状へと拡張する．また，1節

で紹介したMBoneに対応するために，CCSGとブロー

ドキャストをもつプロセス代数 CBS [10]や CCB [4]と

の融合も検討している．
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A 付録

付録節で，4つの補題を与える．補題 A.1と A.2は命

題 3.5の証明，補題A.3は命題 3.6の証明，補題A.4は命

題 3.8の証明に使われている．

補題 A.1

(1) Sをレベル 〈r〉双模倣とする．(P,Q) ∈ Sのとき，
(i) P =⇒〈r〉 P

′ならば，あるQ′が存在して，

Q =⇒〈r〉 Q
′ かつ (P ′,Q′) ∈ S を満たす．

(ii) Q =⇒〈r〉 Q
′ならば，ある P ′が存在して，

P =⇒〈r〉 P
′ かつ (P ′,Q′) ∈ Sを満たす．

(2) S をレベル 〈r〉双模倣とする．(P,Q) ∈ S のとき，
任意の µ ∈ Actについて，

(i) P
φ(µ,r)
========⇒〈r〉 P

′ならば，あるQ′が存在して，

Q
φ(µ,r)
========⇒〈r〉 Q

′ かつ (P ′,Q′) ∈ Sを満たす．

(ii) Q
φ(µ,r)
========⇒〈r〉 Q

′ならば，ある P ′が存在して，

P
φ(µ,r)
========⇒〈r〉 P

′ かつ (P ′, Q′) ∈ Sを満たす．
証明 (1)について，(P,Q) ∈ Sを仮定し，P =⇒〈r〉 P

′

とする．P =⇒〈r〉 P ′ は θ(t, r) = ε のような t で

P
t−→ P ′を導く．tの長さに帰納法を適用する．t = ε

の場合は明らかである．

θ(tn, r) = ε かつ θ(µ, r) = ε のような P
tn−→

Pn
µ−→ P ′の場合を示す．帰納法により，Q =⇒〈r〉 Qn

かつ (Pn, Qn) ∈ S のような Qn が存在する．さ

らに (Pn,Qn) ∈ S より，Qn
φ(µ,r)
========⇒〈r〉 Q′ かつ

(P ′,Q′) ∈ S のようなQ′が存在する．ここで，θと φ

の定義より，θ(µ, r) = εならば θ(φ(µ, r), r) = εであ

る．よって，Q =⇒〈r〉 Qn =⇒〈r〉 Q
′を得る．

(2)は (1)を用いて簡単に示される．

補題 A.2

(1) P =⇒〈r〉 P
′ならば，任意の r′ ≤ rについて

P =⇒〈r′〉 P
′である．

(2) P
φ(µ,r)
=====⇒〈r〉 P

′ならば，任意の r′ ≤ rについて

P
φ(µ,r′)
=====⇒〈r′〉 P

′である．

証明 (1) θ の定義より，θ(t, r) = εならば，任意の

r′ ≤ rについて，θ(t, r′) = εであることから明らか．

(2) r′ ≤ rとする．P
φ(µ,r)
=====⇒〈r〉 P

′より，ある P1と

P2で，P =⇒〈r〉 P1

φ(µ,r)

−−−−→ P2 =⇒〈r〉 P
′ である．補

題A.2(1)より，P =⇒〈r′〉 P1と P2 =⇒〈r′〉 P
′を得る．

µについて次の 3つの場合分けを行なう．

• |r1| ≤ r′ − π(s)のような µ = α〈r1〉@sの場合．
r′ ≤ rより，φ(µ, r) = α〈r1〉@s = φ(µ, r′)であ

る．よって，P1

φ(µ,r′)
−−−−→ P2を得る．

• r′−π(s) < |r1| ≤ r−π(s)のようなµ = α〈r1〉@s
の場合．このとき，φ(µ, r) = α〈r1〉@s かつ
φ(µ, r′) = εである．よって，P1

α〈r1〉@s

−−−−→ P2である．

さらに，|r1| > r′−π(s)より，θ(α〈r1〉@s, r′) = ε

であるので，P1 =⇒〈r′〉 P2 を得る．よって，

φ(µ, r′) = εより，P1
φ(µ,r′)
=====⇒〈r′〉 P

′
2を得る．

• 上記以外の場合．φ(µ, r) = ε = φ(µ, r′) より，

P1

φ(µ,r′)
−−−−→ P2を得る．

以上の結果をまとめて P
φ(µ,r′)
=====⇒〈r′〉 P

′を得る．

補題 A.3P =⇒〈r〉 P
′かつ r′ + π(s′) ≤ rならば，

P\L
〈r′〉(s′) =⇒〈r〉 P

′\L
〈r′〉(s′)である．

証明 r′+π(s′) ≤ r (#1)かつP =⇒〈r〉 P
′を仮定する．

P =⇒〈r〉 P
′ より，θ(t, r) = εのような tで P

t−→ P ′

である．tの長さに帰納法を適用する．

t = εの場合は明らか．

t′µ = tかつ P
t′−→ P1

µ−→ P ′ の場合を示す．仮

定より，θ(t′, r) = ε かつ θ(µ, r) = ε．帰納法を適

用して P\L
〈r′〉(s′) =⇒〈r〉 P1\L

〈r′〉(s′) を得る．また，

θ(µ, r) = εであるので，µは内部アクション τか，または

|r1| > r−π(s1)
(#2)のような µ = α1〈r1〉@s1である．

µ = τの場合は簡単であるのでµ = α1〈r1〉@s1の場合の
み示す．このとき，次のようにして |r1| > r′−π(s1 �s′)
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(#3) を得る．
|r1| − (r′ − π(s1 � s

′))

> r − π(s1) − r′ + π(s1 � s
′) by (#2)

≥ r − π(s1) − (r − π(s′)) + π(s1 � s
′) by (#1)

= −π(s1) + π(s′) + π(s1 � s
′)

≥ −π(s1) + π(s′) + |π(s1) − π(s′)| by 命題 2.1(9)
≥ 0

よって，Res1 より，P1

α1〈r1〉@s1
−−−−−−−−→ P ′ は，(#3)を

満たすので，P1\L
〈r′〉(s′)

α1〈r1〉@s1
−−−−−−−−→ P ′\L

〈r′〉(s′) を

導く．ここで，θ(α1〈r1〉@s1, r) = θ(µ, r) = ε より，

P1\L
〈r′〉(s′) =⇒〈r〉 P

′\L
〈r′〉(s′)を得る．

補題 A.4P をレベル 〈r〉 標準形とする．このとき，
P

µ−→ P ′ かつ θ(µ, r) = ε ならば，P
τ−→ P ′ で

ある．

証明 θ(µ, r) = ε より，µ は τ か，または |r′| >
π(s′) − r のような (α〈r′〉@s′) でなければならない．
もし µ = τ ならば，明らかに P

τ−→ P ′ である．

µ = (α〈r′〉@s′)ならば，レベル 〈r〉標準形の条件 (ii)
により，r′ > π(s′) − rでなければならない．さらに，

レベル 〈r〉標準形の条件 (iii)より，P τ−→ P ′を得る．


